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第 7 回適時調査 

有価証券報告書の株主総会前提出 

自由記述回答集（抜粋版） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施期間：2025 年 8 月 26 日（火）～9 月 9 日（火） 
対象：当協会会員の 3 月または 4 月決算の上場会社 2,834 社 

実施形式：Microsoft Forms にて 1 社 1 回答 
回答社数（率）：1,095 社（約 38.6％） 

 
 
 
 
 



№ 有価証券報告書を株主総会前に提出することについて、 監査役等と して考える課題や問題点等があればご記入く ださい。 (抜粋)

1
有価証券報告書の監査報告書は監査人が提出するため、 監査役等と し て有価証券報告書に対し て積極的な意味で監査を
実施すると いう 形にはなっておらず､内容を点検する域を出ないと 思っており ます。 会社法と 金商法の違いでもあり 、 制
度的な整合性を図って頂きたいと 思っています。

2
監査役と し て時間的な問題で、 有価証券報告書の十分な内容確認が出来ない。 一方、 投資家の意見と し て有価証券報告
書の株主総会前確認については重要視し ていないと いう 声や、 対象社数が多いので確認するなら数カ月は必要と いう 声
も聞く 。 事務局が時間に追われ、 間違った情報が株主に伝わること にならないよう に配慮し て欲し い。

3

現状3月度決算の場合、 ６ 月株主総会であり 、 前期は株主総会１ 日前の提出を行い、 問題なかったが、 例えば、 １ 週間前
倒し を仮定すると 、 監査法人と の意見交換では、 監査法人の対応が難し いと の意見であった。 監査役と し ては、 日頃か
ら活動はわかっているので、 非財務情報の内容は確認できるが、 財務情報は監査法人が完了し ないと できないので、 そ
の点が大きな課題である。

4
2～3営業日程度の総会前提出が株主・ 投資家に資するのか疑問だが（ 総会での質問もゼロ） 、 当面、 これ以上の早期化
は実務上無理がある。 巷間言われているよう に会社法や金融商品取引法の一体開示に向けた制度整備等がないと 難し
い。

5

様々な形で情報の発信が可能と なっている現在において、 株主による株主総会の議事の検討材料と し て、 必ずし も有価
証券報告書の早期提出が必要と いう わけではなく 、 適時適切迅速な情報提供、 および提供情報を整理し て閲覧できる機
能をWebサイト 等に具備し ておく こと が有用であると 考える。
と は言え、 有価証券報告書は株主総会と 同時期に提出するものであると いう 従来の慣習が是認さ れるべきものでもな
く 、 非財務情報等の記載内容について、 財務情報が固まる前に概ね固めておく 等、 有価証券報告書の作成プロセスを見
直すこと で、 無理なく 提出時期を早める（ １ 営業日前と かではなく ２ 週間前等と する） こ と は可能であると 思われるた
め、 その点を執行側に伝えて、 検討を促し ている。

6 監査報告に有価証券報告書につき、 何か記載をすべきかどう か。

7
早期化により 会社側の有価証券報告書の作成・ 承認プロセスが逼迫し て不十分な状態で提出さ れるリ スクがある。 ま
た、 監査役等による監査時間の不足や重要な誤り 等を見落と すリ スクがあり 監査報告書の信頼性にも影響し 得る。

8
社外取締役の兼務の状況について齟齬が出て混乱し た。 以前は今期に兼務し ているかの判断だったものが、 早期提出に
より 提出日現在で、 他社の株主総会が終わっているか、 提出日現在での退任／就任の把握に注意が必要。

9
・ 総会時に有報に関する質問事項を想定し たQAを用意する必要がある。
・ 従来の記載の変更対応の煩雑さ （ 従来、 総会で決議し た前提で記載し ていた内容について、 前（ 有報提出日現在） ・
後（ 総会決議後） に分けて記載し なければならないこと 。 ）

10 ド ラフ ト 版を徴求し ても、 開示までの時間が短く て、 確認に取れる時間がない。

11
アリ バイ作り のための1日前提出は金融庁のためだけであって意味があると は思えない。 本来の目的を明確にし て、 制度
の見直し をし ないと 意味が無い。 内容の充実と 早期提出は両立し ない。 招集通知と 兼ねるく らいの見直し が必要。

12
会社法決算書類と 有価証券報告書の作成が二重負荷であり 、 統一すべき。
多く の投資家は有価証券報告書ではなく 、 決算短信や会社法決算書類（ 株主総会議案） で会社状況を見ており 、 これ以
上の早期化は意味がない。

13

総会前提出の目的が、 株主の議決権行使や投資家の意思決定のための判断材料の早期提供と いう こと であれば、 有価証
券報告書に拘る必要はなく 、 株主総会資料等の内容充実で対応するのも有効と 思います。 有価証券報告書を２ ー３ 週間
早期化すること は、 現実的にかなり 困難と 思いますし 、 一方株主総会の開催日を遅らせること は、 執行体制のスタ ート
時期（ ３ 月決算会社の場合は４ 月） と 取締役の体制変更時期の乖離期間が大きく なること の課題があると 思います。

14 株主総会招集手続きについて、 金融庁は法務省と 事前に連携を図るべき。

15

有価証券報告書は「 作成時点」 のものを記載する必要があるため、 改選期等においては、 作成時点と 総会後、 併記し な
ければならず、 有価証券報告書の枚数が増えており 、 この点において企業側は余計な負荷を強いられている。 また、 株
主側も膨大な枚数の中から必要な情報を選択し なければならず、 現行法の枠組みの中で有価証券報告書の総会前提出を
要請すること は、 むし ろ株主を混乱さ せていると もいえる点が問題を考えます。

16
有価証券報告書の早期開示より も、 決算短信や事業報告書記載の充実や、 東証への開示（ プレスリ リ ース等を含む） を
活用する方が、 会社の負担も少なく 、 投資家への早期の情報提供ができると 考える。
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№ 有価証券報告書を株主総会前に提出することについて、 監査役等と して考える課題や問題点等があればご記入く ださい。 (抜粋)

17

短信作成・ 株主総会準備に加えて有価証券作成が同時期に重なること で、 関連部署の業務集中が激し く 、 人的・ システ
ム的なリ ソースを整備する必要があると 感じ ている。
有報提出日は株主総会の前日であったが、 と り あえず総会前と いう 実績は作った。 ただ、 これほど役職員を疲弊さ せて
まで総会前日に提出さ れた有報をどれだけの株主の方々が総会に向けた評価・ 判断の参考にし ているのだろう か、 と い
う のが素朴な疑問である。

18
多く の情報が決算発表時に公表さ れている。 有報固有の開示情報についてはあまり 会社の状況を把握する上で有益と は
思われない。 例えば女性管理職比率などは各社が都合の良いよう に管理職の範囲を決めており 、 比較できない。

19 すべての内容を監査するには、 時間的に無理がある

20
有価証券報告書を株主総会前に提出すること は賛同し ますが、 他に決算報告、 事業報告など重複するものがあるので、
同じ よう な内容物は統一すること が望まし い。
その前に行政の連携があるべきである。

21
投資家への有意な情報提供と いう 目的を考慮すると 形式的な総会前提出は意味を成さ ない。 少なく と も ２ 週間前の提出
が必要だが、 議論さ れている通り どの対策も 「 帯に短し 、 襷に長し 」 状態でデッ ド ロッ ク状態から抜け出せていないと
認識し ている。

22 金商法と 会社法の整合等が必要ではないか

23
現状の総会前提出日数では投資家への実質的な情報提供の意味をなさ ないと 考える一方で、 会社側の実務的な対応にも
限界があること を考えると 、 金商法と 会社法で作成開示すべき資料の統合・ 簡素化などを優先すべき課題と 認識し てい
る

24
株主総会のスケジュールを変えなければ有報の作成期間がタ イト になるので数日前が限界。 もっと 早く と なると 、 総会
や監査スケジュールの見直し が必要。

25 監査の前倒し による監査内容の劣化を懸念する

26
限られた期限内で作成・ 監査を求められる中、 監査役の責任の重さ （ 監査対象範囲が広すぎ、 虚偽記載と 見做さ れるリ
スクも大きく なる点）

27

24年度総会完了まではCFOでし た。 その立場でコメ ント さ せてもらいますが、 総会前提出が推奨さ れ今年は対応し まし た
が、 2日前の提出に意味があるのかどう か疑問。 決算日から短信提出、 総会までの現在のスケジュールでも、 かなり 厳し
い日程になっている。 そのよう な状況で更なる早期提出が課さ れた場合、 対応できるのか、 監査法人の対応はどう なる
のか、 懸念し ている

28
有価証券報告書の株主総会前に相当の期間を設けて提出すること は、 決算監査方法の変更が必要であり スケジュール短
縮の場合それに会計監査人が対応できない(要員問題)懸念等から難し い。

29
・ 作成部署への業務負荷の集中
・ 早期提出に伴う 、 内容確認やチェ ッ ク時間の短縮

30
有価証券報告書における「 記載時点」 が従前は株主総会後であったものが、 有価証券報告書提出時点の状況も併記する
こと と なったため、 記載内容に誤り が生じ る可能性が高く なった。 監査等委員会と し て一層精緻な確認が必要と なる。

31

2025年3月期有報の総会前開示は、 金融担当大臣からの要請を受けて実施し たものであるが、 総会開催日の大幅な前倒し
は実務上、 困難である。
本来であれば、 会社法・ 金融商品取引法からの開示要請に対し て、 一体開示できるよう に制度改正すること が投資家と
株式発行会社双方にと って有益である。 早期の制度改正を期待する。

32 事業報告と 有価証券報告書につき、 バラバラな扱いではなく できるだけ一本化し て欲し い。

33
株主総会の招集議案（ 基本的には会社法） と は違う 観点からの質問が株主総会で出さ れること が想定さ れ、 質疑によっ
て会社の理解がより 深まると いう メ リ ッ ト と と もに総会のオペレーショ ンの混乱等への懸念。 監査法人の業務過多の懸
念。 会社法の計算書類等と 有価証券報告書を近いタ イミ ングで作成・ 開示すること の現場作業の無駄。

34 草稿提出が直前のため、 事前に入手し て監査すること は不可能

35 事業報告書に記載し ない有価証券報告書記載事項（ 主にKAM） について、 株主総会で質問があがる想定が必要と なった。
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№ 有価証券報告書を株主総会前に提出することについて、 監査役等と して考える課題や問題点等があればご記入く ださい。 (抜粋)

36

決算から株主総会までの期間が短く なること で十分な検討時間が確保さ れておらず、 株主総会開催時期を数か月遅らせ
ること も検討さ れているが、 そのデメ リ ッ ト （ 事業年度から役員交代までの期間が長く なるなど） もある。
株主総会資料である「 事業報告書」 、 「 計算書類」 と 記載内容が重複し ている（ 整合性が必要） こと 、 サステナビリ
ティ 情報や人的資本など、 開示項目が増加し ており 、 報告書の作成がより 複雑化し ていること からも、 株主総会前提出
をするのであれば、 一本化すること が望まし いと 考える。
今後、 外国人投資家への配慮と し て英語版の同時開示を行う こと を踏まえれば、 株主総会の本来の趣旨（ 株主と の対
話） を起点と し て関係省庁にて検討さ れること に期待し たい。

37

海外と の対比において単純に開示を急がせる当局の対応はいかがなものか。 会社法における基準日や決算時期の見直し
による影響を考慮し 、 法的な見直し も必要ではないか。
会社法、 金商法、 取引所がそれぞれ求める報告物が重複し ており 、 企業の大きな負担と なっている。 海外のよう にもう
少し 集約し て欲し い。

38 役員の状況を総会前と 総会後を記載するので、 事務方の負担が増えたと 思う 。

39

有価証券報告書を株主総会の３ 週間以上前に発行すること が求められているが、 内容の充実も併せて求められているた
め、 現状のスケジュールでは困難。 かと いって基準日を変更し 株主総会を後ろ倒し にすれば、 新年度は始まっているの
に新取締役の就任が3～4ケ月も後になる。 一般的に取締役の任期が１ 年であること に鑑みれば、 この任期と 年度のずれ
は無視できない。 個社の対応では無理ではないかと も思われる。

40
有価証券報告書の非財務情報開示事項における監査役監査の在り 方及び会計監査人のかかわり 方等の整理をすべきであ
る。 また、 会社法における事業報告および金商法における有価証券報告書の重複感の解消の検討が必要と 考える。

41
総会の数日前に提出すること 自体は事務手続き上大きな課題と ならないが、 それ以上の早期化は、 十分な監査日程が確
保できない可能性や、 監査役の指摘/気付きに対する執行側の検討が有報作成スケジュールに合わない可能性がある。

42 監査報告に有価証券報告書につき、 何か記載をすべきかどう か。

43 株主総会における質問について、 より 注意が必要と 考えている。

44
今後、 非財務情報の開示項目が増え、 それらの保証手続きも義務付けられる等、 有報の掲載内容の充実が求められる環
境下で、 開示の早期化対応も進めていく こと については、 事務方の負担が限界に達し 、 結果と し て品質への影響が懸念
さ れる。

45
当社は過去より 株主総会前に有価証券報告書を提出し ているが、 非財務情報含め記載項目が増加し ており 、 正し い開示
に向けて執行部門の負荷は相当高まってきていると 感じ ている。

46
財務情報の確定や監査の完了を迅速かつ正確に行う 必要があり 、 内部リ ソースの調整が難し く なる。 また、 タ イト なス
ケジュールの中で情報を集め、 報告書を作成すること により 、 誤り や不備が生じ るリ スクの増大が懸念さ れる。

47

2025年3月期も当日開示の計画だったが、 ３ 月28日の金融庁要請を受け急遽前倒し 開示に変更し た。
そのため監査役会と 会計監査人と の面談日程を前倒し や臨時取締役会の開催等の社内対応は出来たが、 有報完成の前倒
し ができず、 結果、 有報の確認時間が十分確保できなかった。
その反省から、 2026年３ 月期は有報作成日程、 会計監査人・ 監査役による有報監査日程、 監査役会・ 取締役会開催日
程、 有報確認体制など全面的な見直し が課題であり 問題点と なる。

48 提出時期の早期化の議論だけが独り 歩きし ている。 決算開示の全体について整理が必要。

49
株主総会直前に出すのであれば、 どれく らい意味があるのか疑問に感ずる部分がある。 また会社法の事業報告と 重なる
部分も多く 、 株主総会前にまと められるのであれば、 統合を検討すべきではないか、 と 考えている。

50 監査時間の確保

51

1週間以内の前倒し （ 株主総会前の有価証券報告の提出） であれば、 特に問題ないと 考えるが、 ３ 週間程度の前倒し につ
いては、 既に招集通知に大半の内容を開示済にて、 会社側はと し てはある程度工夫をすれば可能性もあるが、 会計監査
人の監査日程を考慮すると 、 現時点ではかなり 難し いと 考える。 ３ 週間程度の前倒し をするには、 総会日時の後ろ倒し
が必要と 考える。

52

SSBJ基準（ サステナビリ ティ 開示基準） の適用義務化もあり 、 今後、 有価証券報告書のサステナビリ ティ 情報の開示は
さ らなる拡充が想定さ れる中、 執行部側の作成や有価証券報告書の検証に係る時間の確保に加え、 効率性を考える必要
がある。
また、 開示さ れるサステナビリ ティ 情報への保証も今後予定さ れており 、 保証を行う 監査法人等と の対応に係る負担も
懸念さ れる。
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№ 有価証券報告書を株主総会前に提出することについて、 監査役等と して考える課題や問題点等があればご記入く ださい。 (抜粋)

53
今後サステナビリ ティ 開示が有報で義務化さ れ、 同時開示が求められてく るが、 サステナビリ ティ 情報の収集・ 集計に
は時間を要するものもあり 、 実務作業と し て負荷大きく 、 有報開示の時期が問題と なり 、 株主総会の開催時期の後ろ倒
し の議論にも注視し ている。

54
監査役等と し ての課題等ではないが、 総会後情報の記述が作成側にと っては煩雑だし 、 閲覧側にと っても読みづらいと
感じ る。

55
開示資料の多さ 、 期間が短い、 こと などから、 来期も 1日前の提出と いった微調整し かできないだろう 。 「 だれ得」 の意
味のない有価証券開示前倒し 、 に時間と 金をかけること はナンセンスだ。 全体最適の改革を期待し たい。
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